
Ⅳ 資料・情報活動

１．一般資料・統計資料

研究所図書館は，開発途上地域の資料・情報センターとして開発途上国の経済，政治，社会な

どの社会科学分野に関わる基礎的な文献，最新の資料および統計資料を広く収集・整理し，これ

らを開発途上地域に関心を持つ研究者，学生，実務家などの利用に供してきた。

平成１５年度は，従来から実施している基本的な業務に加え，図書館来館者向けサービスの向上

と遠隔地利用者サービスの推進のために，◯１「新着アラートサービス」の実施，◯２OPAC未入力

書誌データの入力推進，◯３統計資料の書誌標準化の推進，を業務の中心課題に据え，相当の成果

をあげた。このほか，『発展途上地域日本語文献目録２００２』の刊行，マイクロフィルム資料保存

体制の改善・促進，ウェブサイトによる情報発信の拡充，「途上国理解市民フォーラム」の開催，

などを実施した。

現地調査では，中東地域（レバノン，ヨルダン，エジプト）に現地資料事情の把握，現地刊行

資料の収集，資料交換業務の調整と拡大等の目的で，韓国に韓国語目録データ入力作業に関する

調査と韓国語書籍の購入の目的で，それぞれ職員１名を派遣した。

（１） 一般資料・統計資料の収集

研究所創立以来，開発途上国の政府刊行物，雑誌・新聞，海外の大学・研究機関の調査報告書，

統計資料などに留意して収集を行ってきた。特に，海外の主要な研究機関，政府機関等と研究所

出版物との資料交換制度は，商業ルートで入手し難い出版物の収集において重要な役割を果たし

ている。平成１５年度は，交換機関との交換資料の見直し作業を行い，資料の安定的な入手を図っ

た。平成１５年度末の国際交換数は海外１，１４９機関（表Ⅳ－１）である。

毎年に刊行される種々の年刊類については，予算の効率的な使用と業務効率化のために，継続

収集，３年ごとの収集など発注頻度を明確するなど，収集体制の整備を行った。これによって，

重要度の高い年刊類をより迅速，且つ安定的に収集することができるようになった。

研究所図書館は，海外研究員，あるいは現地調査員の協力を得て，日本で入手が困難な現地刊

行資料の収集を行ってきており，特に，今年度はタイ，ベトナム，インドネシアなどの東南アジ

ア諸語資料，ヨルダン，レバノン，エジプトなどのアラビア語資料，ならびにエチオピアの統計

資料等を充実させた。

また，これまで購入が困難であったインドネシアやチリの官報，パレスチナの新聞など，重要

な現地資料について，マイクロフィルム版で系統的な収集を行った。

平成１５年度の一般資料および統計資料の受入冊数，ならびにこれまでの累計は表Ⅳ－２のとお



りである。

表Ⅳ―２ 平成１５年度の資料の受入数および蔵書数

平成１４年度末 平成１５年度受入 平成１５年度末現在

洋 書 （冊）

和 書 （冊）

中 国 書 （冊）

朝 鮮 ・ 韓 国 書 （冊）

製 本 雑 誌 （冊）

統 計 資 料 （冊）

２２１，７８４
６６，２３８
３４，８２７
１７，３９３
５６，２８０
１３２，７２１

５，８１４
１，７０５
７８３
６６７
２，３２６
４，９１７

２２７，５９８
６７，９４３
３５，６１０
１８，６０６
５８，６０６
１３７，６３８

合 計 ５２９，２４３ １６，２１２ ５４５，４５５

新 聞 （タイトル）

雑 誌 （タイトル）

地 図 （枚）

マイクロフィルム （リール）

マイクロフィッシュ （枚）

ビ デ オ テ ー プ （本）

C D ― R O M，F D

２９６
３，２９９
５２，５９６
７５，２０１
４７，０２６
３１１
４９０

１
９７
５２４
４，８７９
１，１４７
７５
２２７

２９７
３，３９６
５３，１２０
８０，０８０
４８，１７３
３８６
７１７

表Ⅳ―１ 国際交換の相手機関（平成１５年度末）

機関
地域

政 府 図書館 研究機関 大 学
学界・
各種団体

銀行・
企業

国際機関 合 計

ア ジ ア

中 東

ラテンアメリカ

ア フ リ カ

オ セ ア ニ ア

ＣＩＳ・東欧

北 米

西 欧

国 際 機 関

２２３

３６

６７

８１

４

２

４

１

０

２２

１

１

１

１

４

２

１

０

６３

１３

２６

８

１

１０

３

２９

２

７８

１７

２４

１８

１５

３

３１

１１

０

３７

１２

１０

１１

３

６

５

３

９

３４

３９

４９

３９

２

２

２

１２

４

０

０

０

０

０

０

０

０

６７

４５７

１１８

１７７

１５８

２６

２７

４７

５７

８２

合 計 ４１８ ３３ １５５ １９７ ９６ １８３ ６７ １，１４９
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（２） 資料の整理

国立情報学研究所の共同目録システム（NACSIS）を利用して資料整理の効率化を図るととも

に，蔵書目録データベースの構築を行っている。特に平成１５年度には，和・洋・中国語図書と同

様に，韓国・朝鮮語，アラビア語についても同システムによる目録作業が可能になり，データベー

スの蓄積において相当の成果が上がった。しかし，タイ語図書については同システムが未対応で

あるため，研究所図書館においてすべてオリジナルデータを作成している。

また，これまで所蔵している統計資料については，一般図書と同様の検索を可能にさせるため

に，統計資料の書誌標準化作業を遡って実施し，利用者の利便性を高めるよう目録データの改善

を行っている。これまでに統計雑誌及び年刊類については作業を完了し，平成１５年度にはセンサ

スなど統計図書について作業を行った。平成１６年度も継続して行う予定である。

平成１５年度末現在における継続受入中の逐次刊行物は，雑誌１，５２３タイトル，新聞１４５紙，年刊

８１５タイトルである。

（３） 閲覧及び参考書誌活動

平成１５年度の研究所図書館の閲覧者数は６，１４２人で，前年度比５１１人の増加となった。このうち，

土曜来館者数は５７４人で前年度比８３人の増加となっている。閲覧者を職業別にみると，３人に１

人は大学院生・教員で，かつて閲覧者の半数近くを占めた学部学生が毎年減少傾向にある。

平成１５年度に新たな閲覧者サービスとして，再来館者に便宜を図る入館カードの発行を行

い，５５６枚を発行した。また，閲覧者から要望のあったカラーコピーサービスを新たに開始した。

平成１５年度の資料複写サービスは，４，１８８件，２０３，６８４枚で，前年度比では１５６件，９９８枚の減少と

なった。

書誌活動では，研究所ウェブサイトに受入図書および雑誌記事索引の新着リストを毎月継続し

て６か月分掲載するように改善を行った。ウェブサイトでの書誌情報活動として，新たに「イラ

ク文献情報」のページを新設し，図書館が所蔵するイラク関係の文献リストを提供した。また，

『発展途上地域日本語文献目録２００２』を刊行した。

（４） 遠隔地利用者サービスの推進

インターネットを利用した遠隔地利用者サービスとして，平成１５年７月より新着アラートサー

ビスを開始した。これは，Eメールアドレス等を登録した利用者に対して希望する特定地域・分

野に関する新着図書・雑誌論文の書誌情報をEメールで無料配信するサービスである。平成１６年

３月末の登録者数は３７６人であった。また，未入力目録データについては，一般図書約６万件の

データ作成を行い，インターネット上での蔵書検索サービスの拡充を図った。これらによって，

来館前に予め閲覧資料の特定がある程度可能，あるいは来館せずに郵送による文献複写サービス

が可能といった，利用者サービスの向上に努めた。
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（５） 資料・情報相談

開発途上国の経済，政治，社会などに関する具体的な事情または資料について各方面から寄せ

られる照会・相談に対しては，所内の研究者の協力を得て，資料サービス課が中心となって回答

を行っている。平成１５年度の主な照会・相談件数は表Ⅳ－３のとおりである。これらの照会・相

談件数は年々減少傾向にあるが，資料サービス課では電話や文書，Fax以外にもEメールによる

照会も受け付けるなど，レファレンス窓口を拡大させた。また，図書館のウェブサイト上の『よ

くある質問集』に新たな事例を追加するなどインターネット上でのレファレンスサービスの拡充

を図った。さらに，国立国会図書館レファレンス協同データベース実験事業に参加して，レファ

レンスサービス提供の場をより広範な利用者に向ける試みを行っている。

（６） 資料の複製・保存

開発途上国の新聞をはじめとする主要な文献資料の複製・保存を行った。平成１５年度はアジ

ア，中東，アフリカ，ラテンアメリカ諸国の主要新聞１０８紙の３５mmマイクロフィルム２，７３６リー

ル（累計３０，２５７リール）を作成したほか，文献資料８リール（累計２，２５１リール），雑誌・新聞１３

タイトル，６２４リール（累計４，８２３リール）をそれぞれ複製・保存した。また，マイクロフィルム

で保存してきたもののうち劣化が著しく，一部使用に耐えないものが散見される状況となった。

このため，保管庫にあるマイクロフィルムの状況の悉皆調査を実施し，３，１２６リールを再生した。

（７） 資料・情報委員会

資料・情報委員会では，資料・情報発信分科会，図書館システム分科会，資料保存分科会を組

織し，それぞれ活動を行った。

資料・情報発信分科会では，『アジ研ワールド・トレンド』図書館特集の２００３年度版で「情報

のグローバル化と開発途上国の資料・出版事情」の企画および調整を行うとともに，図書館ウェ

ブサイトの充実を図った。

図書館システム分科会では，７月から新着アラートサービスを開始させるとともに，研究所デ

ジタルライブラリーの構築に向けた基本コンセプトを作成した。

資料保存分科会では，マイクロフィルムの劣化状況を検討し，再生作業につなげるとともに，貴

重書，劣化資料など今後の資料の取扱基準策定に向けた検討を開始した。

図書分科会では，図書館の利用者アンケート，デジタルライブラリー構想などについて，図書

館利用者の立場からの委員の意見を聴取した。
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（８） 図書館間協力

図書館間協力・交流の推進のため，専門図書館協議会，経済資料協議会，法律図書館連絡会，

千葉市図書館情報ネットワーク協議会などの活動に参加するとともに，国内類似機関との意見交

換，情報交換を行った。さらに，国立国会図書館関西館主催の「アジア情報関係機関懇談会」に

参加し，関係機関との連携強化に努めた。

また，図書館間相互貸出（ILL）を積極的に推進するために，国立情報学研究所NACSIS-ILLシ

ステムの全面的な運用を実施した。これによって今年度は，貸出数４６８冊，借出数１６７冊となり，

特に貸出について大幅増加となった。

（９） 利用者アンケートの実施

昨年に引き続き，利用者の評価と要望を把握するため，平成１５年１０月から１２月に外部利用者及

び内部利用者に対してアンケートを実施した。外部利用者の総合満足度の平均は５段階評価のう

ち４．３であった。アンケート結果は研究所が実施した外部委員による業績評価の基礎資料として

活用するとともに，個別の意見に対する対応策を検討し，開館時間の延長，コピーサービスの改

善などについて平成１６年４月から実施することとした。なお，利用者アンケートは研究所ウェブ

サイトにおいて公開している。
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表Ⅳ―３ 平成１５年度主要照会相談件数

地域等

主 題

開
発
途
上
国
一
般

ア
ジ
ア
全
般

東

ア

ジ

ア

東
南
ア
ジ
ア

南

ア

ジ

ア

中
央
ア
ジ
ア

中

東

ラ
テ
ン
ア
メ
リ
カ

ア

フ

リ

カ

オ
セ
ア
ニ
ア

Ｃ
Ｉ
Ｓ
・
東
欧

計

政 治

社 会

経 済

法 律

労 働 ・ 人 口

金 融 ・ 投 資

財 政

援 助

貿易・通信・運輸

商業・流通・サービス

環 境

資源・エネルギー

農 林 ・ 漁 業

工 業 ・ 技 術

企 業

教 育

地 理

一 般 ・ そ の 他

利用・蔵書案内

２

０

１

０

１

１

０

２

３

０

０

１

１

１

０

２

１

２１

０

２

２

７

１

４

４

０

０

２

２

１０

３

２

０

２

０

０

１

０

３９

１２

４１

６

７

１０

０

１

１９

９

１２

５

６

１１

２０

０

１

５７

０

３４

４

２８

１４

１０

４

３

３

１３

５

６

３

２

５

６

５

２

１２

０

８

４

４

２

１

０

０

０

４

０

１

０

０

１

０

２

０

８

０

２

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

２

０

２６

９

２

０

１

１

０

０

１

０

１

２

１

０

０

０

４

１６

０

３０

３

７

４

３

１

０

０

１

１

０

１

１

０

０

３

０

３

０

１５

８

１０

１

４

１

０

８

１

１

０

１

１

０

２

１

０

９

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

１

１

０

２

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

２

０

１６０

４２

１００

２８

３１

２２

３

１４

４４

１８

３０

１６

１４

１８

３０

１３

９

１３２

６４７

計 ３７ ４２ ２５６ １５９ ３５ ４ ６４ ５８ ６３ ２ ４ １，３７１

Ⅳ 資料・情報活動 77



２．貿易統計・情報検索サービス

（１） 貿易統計の収集・整備

国連およびOECDの提供する貿易統計の磁気媒体のデータを収集・整備した他，台湾，香港，

韓国，インドネシア，マレーシアの貿易統計については現地から磁気媒体のデータを入手し，世

界貿易統計データベースの維持・更新に努めた。これらの成果はアジア経済研究所世界貿易統計

データシステムのもとで利用可能になっている。

◯１ 国連（UN）貿易統計（１９６２～２００１年：年次データ）

出所はUN : Commodity Trade Statistics（Series D）と同じ内容を有するUN作成の貿易統計の磁

気媒体によるデータのCOMTRADE databaseである。商品分類コードは国ごとにSITC各改訂版の

系列，HSの各改訂版の系列によって編集されており，対象国はOECD加盟国を除いたUN加盟国

で年毎に約７０カ国をカバーしている。

◯２ OECD貿易統計（１９６２～２００１年：年次データ）

出所はOECD : Trade Statistics by Commodity（Series C）と同じ内容を有するOECD作成の貿易

統計の磁気媒体によるデータのITCSである。商品分類コードは国ごとにSITC各改訂版の系列，

HSの各改訂版の系列によって編集されており，対象国はOECD加盟国を除いたUN加盟国で年毎

に約７０カ国をカバーしている。

◯３ 台湾貿易統計（１９７１～２００２年：年次データ）

出所は台湾財政部關税總局統計室（Statistical Department Directorate General of Customs Ministry

of Finance, The Republic of China）の発行する月報「中華民國臺灣地區出口貿易統計月報」Monthly

Statistics of Exports, The Republic of China, Taiwan District）と「中華民國臺灣地區進口貿易統計月

報」（Monthly Statistics of Imports, The Republic of China, Taiwan District）の１２月号と同じ内容を有

する磁気媒体のデータである。

◯４ その他の国の貿易統計

香港は香港政府統計處（Census and Statistics Department, Hong Kong）作成による商品分類が８

桁レベル分類コードからなる１９８６年から２００２年までの年データ，韓国はKorea Customs Service,

Republic of Korea作成による商品分類が１０桁レベル分類コードからなる１９９７年から２００２年までの

年データ，マレーシアはマレーシア統計局（Department of Statistics Malaysia）作成による商品分

類が９桁レベル分類コードの１９９６年から２０００年までの年データ，インドネシアはインドネシア統

計局（Bureau for Trade and Service Statistics, Indonesia）作成による商品分類が９桁レベル分類コー

ドからなる年データである。香港の再輸出データはオリジン別に編集されている。
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（２） 情報検索サービス

国際機関から収集・蓄積した磁気テープやCD-ROMのような機械可読データ，当研究所の作成

した国際産業連関表を当研究所の統計情報データベースへ変換し検索サービスに供している。

◯１ 世界貿易統計データベース

当研究所の収集・整備したUN，OECDおよび台湾の貿易統計から構成される世界貿易統計を

当研究所の世界貿易統計データベースAID-XT（Ajiken Indicators of Developing economies :

eXtended for Trade statistics）へ変換し検索サービスを実施している。

◯２ 当研究所の収集した経済協力に関する途上国の経済・社会等の機械可読データを検索・処

理可能なように変換している。
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